
　本連載はグローバル競争において「日本企業として

の強み」であり、他国企業には容易にまねできない「文

化」でもある、「みんなが成長する組織づくり」とい

う考え方をベースとして進めています。

　前回からは「ステージ２．海外拠点の現地化」とし

て、海外拠点の経営貢献のためであり、現地の組織・

人材マネジメントを円滑に進めるためでもある、グ

ローバルマネジメント監査について取り上げていま

す。今回は、その担い手となる担当者の選任と養成に

ついて紹介していきたいと思います。

１　�グローバルマネジメント監査担当者�
に求められる６つの能力

　前回もご紹介したとおり、グローバルマネジメント

監査は、主要なローカルスタッフの役割、人材確保、

雇用形態、就業規則、基幹人事制度（等級・評価・報

酬）、選抜、育成、キャリアパス、離職、マネジメント、

ハラスメント、労働組合関連、リスク対応、本社・拠

点間コミュニケーションなど、海外拠点経営における

組織・人材マネジメント上の注意ポイントを包括的に

対象としています。

　したがって、グローバルマネジメント監査担当者が

カバーする領域イメージは、図表１のような幅広いも

のとなります。

　これらのカバー領域・範囲を踏まえると、グローバ

ルマネジメント監査担当者に求められる代表的な能力

は図表２のような６つとなります。

２　�担当者の選任�
～シニアのグローバル活用という発想～

　以上が、グローバルマネジメント監査担当者に求め

られる能力となります。社内で適任者の顔を思い浮か

べることはできたでしょうか。グローバルというと、

「若手社員をどう養成するか」という点に目がいきが

ちですが、筆者がぜひおすすめをしたいのが、海外経

験のあるシニアの活用です。

　シニア世代の方々は社内外のビジネス環境に精通し

ているだけでなく、海外赴任経験者であれば赴任当時、

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。
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かわらず、発揮する場所がない」方も少なくないので

す。皆さんの会社では、役職定年などにより管理職と

しての役割を離れたベテランに対して、適切な役割を

与えることはできているでしょうか。

　現在日本の就業者数は約 6,300 万人ですが、その

うち 55 歳以上は約 2,000 万人に上ります。彼ら・彼

女らを扱いづらい対象として、あたりさわりのない業

務についてもらうというのは、意味のない雇用保蔵に

つながるだけであり、人材を負債としてみてしまって

いることでもあります。

　そうではなく、自社で長年の経験・実績があり、ま

た、数も豊富にいるシニアを「資産」としてとらえ、

グローバル展開における自社の強みとして活かしてい

くべきです。その場合、シニアに限らないことですが、

たとえば能力のある特定の人物を、その世代の「全人

格」としてとらえてしまうと、本人・周囲ともに「重

たく感じて」しまい、コミュニケーションがギクシャ

クとしたものとなってしまうことがあるのも事実で

しょう。その人にあった適切な役割を提示することが

大切なのです。

　これは、自社内での新たな役割の付与だけでなく、

社外に転職をする場合も同様です。中堅・中小企業の

人から、「海外ビジネスを拡大・強化させたい。つい

ては、大手企業で海外勤務経験のある人を採用したい」

というニーズをよく聞きますが、実際のところ、円滑

な雇用の流動は進んでいるのでしょうか。ここでも、

年収などの条件以外の「期待役割」が形式知化できて

いないために、マッチングが促進されていないという

こともあるようです。

３　�グローバルマネジメント監査担当者の�
養成プログラムの内容

　ここまでは、グローバルマネジメント監査担当者と

して、海外経験があるシニアの活用を提案させていた

だきました。しかし、その担い手が誰であれ、グロー

バルマネジメント監査担当者に求められる役割を果た

すためには、先にあげた６つの能力のうちでもとくに、

業界・事業知識、語学力、海外経験が必須条件といえ

ます。

　これらに加え、組織・人材マネジメントを相対化し

組織の立ち上げや現地経営全般の経験を

されていた方が多くいます。範囲の狭い、

特定の業務だけではなく、現地における

採用から就業規則をはじめとする人事制

度の作成や組合対応など、幅広い経験を

されているのです。

　それにもかかわらず、一般的に日本に

帰国後は、経営全般というよりは特定部

門・特定業務というような、相対的に狭

い業務領域に携わりがちです。また昨今

の、「海外赴任のチャンスはできるだけ

若手に」という風潮のなかで、自らの経

験を活かす間もなく、気がつけば役職定

年という、「やる気と能力があるにもか
図表２　監査担当者に求められる６つの能力

分　類 内　　　容

組織・人材マネジメ
ントに関する理解

人事制度など組織構造に加え、人材マ
ネジメント等、組織運営に対する理解

コミュニケーション
能力

インタビューをはじめとした、監査対
象と適切にコミュニケーションを行う
能力

提案力
監査により識別された課題を改善する
ための提案力

語学力 ビジネスレベルの英語もしくは現地言語

海外経験 海外拠点での駐在もしくは長期出張等

業界・事業知識 対象業界・事業に対する理解

図表１　グローバルマネジメント監査の対象領域

経営領域

本社機能・海外法人

拠点間調整

等級・評価・報酬

理念浸透・風土改革

採用ブランド形成・手法確立

国際間の配置・異動
（海外赴任、逆駐在、三国異動）

選抜方法の確立

語学研修・階層別研修・
リーダーシップ研修・

海外トレーニー・異文化OJT

ローカル リージョナル グローバル

グローバル

リージョナル

ローカル
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て理解するための体系的な知識と、その知識をより適

切に伝えるためのコミュニケーション能力および提案

力を習得・向上させておく必要があります（図表３）。

　筆者が代表をつとめるグローバル人材戦略研究所で

は、グローバルマネジメント監査担当者養成プログラ

ムを提供しています。このプログラムのポイントは、

①経験の体系化・相対化、②保有能力の強化、③発揮

能力の強化の３点です（図表４）。以下、個別に紹介し

ていきましょう。

①経験の体系化・相対化
　まず大切なことは、自分の経験だけに頼った監査と

ならないよう、体系化された知識のなかに位置づける

るのです。

　この段階では、経営的観点からグローバルビジネス

戦略の分類と本社・子会社それぞれの機能について理

解をします。

（学習テーマ例）

グローバルマネジメント監査とは？／グローバル展開

の分類／進出企業の変遷と人事課題（中国を例に）／

本社が遂行すべき機能と子会社の基本ミッション・位

置づけ／ローカル社員の登用と管理・統制の関係／参

加者の経験をもとにしたビジネスケース作成、クラス

共有、解説

②保有能力の強化
　次に業界・事業知識、基礎能力・語学力、海外経験

といった、すでにもっている保有能力を追加・強化し

ます。ここでのテーマは、保有能力の強化なので、経

験豊富なシニア層などには有利です。この段階では、

グローバルマネジメント監査の考え方、現地法人での

インタビュー項目について理解をします。インタ

ビュー項目に関しては、ここでも体系化・相対化して

理解をします。

（学習テーマ例）

グローバルマネジメント監査が求められる背景／定

義・対象・目的／担当者に求められる能力／計画の流

ことです。たとえば図表５は、

グローバル展開の４分類を表

したものですが、一言で「グ

ローバル展開」といっても、

企業によって、「輸入型」、「輸

出型」、「海外完結型」と、生

産拠点と市場をどこに置くか

により、その言葉が意味する

ことは異なります。通常、グ

ローバルマネジメント監査担

当者に任命される方は経験豊

富な方が多いのですが、その

一方で、自らの経験のみを

ベースとしてしまうと、「グ

ローバル展開」という単語ひ

とつでさえ、かみ合わないも

のとなってしまうおそれがあ

図表３　監査担当者の養成内容

グローバルマネジメント監査担当者

提案力

業界・事業理解

コミュニケーション
能力

組織・人材マネジメント
に関する理解

海外経験基礎能力・語学力

養
成
講
座
の
カ
バ
ー
範
囲

【目的】
・ グローバルビジネス背景を体系化・相対化して理解。
・ ‌�事業戦略、組織構造（等級・報酬・評価制度等）、組織行動（人材確保・選抜・育成・キャリアパス・

離職等）、リスク（ハラスメント・労働組合関連）等、海外拠点の支援において見過ごされが
ちな現地の組織・人材マネジメントのポイントについて解説します。インタビューの進め方や
コミュニケーション等のロールプレイを通じ即戦力としての能力発揮をめざします。

日　程 テーマ 学習内容（例）

１日目 経験の体系化・
相対化

■グローバルビジネス戦略の分類と本社、子会社それぞれの機能について 解説
・グローバルマネジメント監査とは？
・グローバル展開の分類
・進出企業の変遷と人事課題（中国を例に）
・本社が遂行すべき機能と子会社の基本ミッション・位置づけ
・ローカル社員の登用と管理・統制の関係
・参加者の経験をもとにしたビジネスケース作成、クラス共有、解説

２日目 保有能力の強化

■グローバルマネジメント監査の考え方、インタビュー項目について解説
・グローバルマネジメント監査が求められる背景
・定義・対象・目的
・担当者に求められる能力
・計画の流れ
・実施手順
・実施報告
・インタビュー項目と解説

３日目 発揮能力の強化

■�グローバルマネジメント監査の実際の進め方など能力の発揮のための考え方・技術に
ついて解説

・インタビューの進め方
・異文化チームにおける合意形成の技術
・ハラスメントにならず指示を徹底する技術
・ローカル社員から提案を引き出す技術

※個人ワーク、グループワーク、クラス共有等を通じて進めます。

図表４　グローバルマネジメント監査担当者養成講座
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れ／実施手順 ／実施報告／インタビュー項目（人材

確保、雇用形態、就業規則、基幹人事制度、選抜、育

成、キャリアパス、離職、マネジメント、ハラスメン

ト、労働組合関連、リスク対応、本社・拠点間コミュ

ニケーションなど）と解説

③発揮能力の強化
　①経験の体系化・相対化、②保有能力の強化を踏ま

えて、最後にこれらの能力の発揮・強化をします。具

体的には、グローバルマネジメント監査の実際の進め

方など、能力発揮のための考え方・技術について理解

します。ここでは、知識というよりはコミュニケーショ

ン技術の習得となりますので、グループワークやロー

ルプレイを通じて、実際の技術を身につけていきます。

　以上３点が、グローバルマネジメント監査担当者養

成のための主なポイントです。繰り返しになるかもし

れませんが、大切なのは、ある個人の経験に依存する

のではなく、経験の体系化・相対化をしたうえで、保

有能力と発揮能力の強化をすることです。

４　�海外法人の現地化の推進と�
管理・統制の同時達成のために

　実際にグローバルマネジメント監査を進めるにあ

たっては、図表６にあるようなプロセスが一般的です。

とくに初期の段階では、一気に全拠点を対象とするの

ではなく、モデルケースとなる拠点を選んで進めるの

がよいと思います。また、その際にも、あくまでも組

織・マネジメント上の問題意識をもっている現地拠点

から手をあげてもらう自薦式が望ましいです。

　前回、今回とグローバルマネジメント監査の考え方・

進め方について紹介しました。「ローカル社員の登用

は海外拠点の赴任者次第、現地任せ」といったように、

現地の組織マネジメントを構造的にブラックボックス

化することを容認してしまうと、グローバルビジネス

が拡大すればするほど、そのリスクは増大していきます。

　このようなリスクは、ここまで紹介してきたグロー

バルマネジメント監査を本社主導で行うことにより低

減させ、現地経営を支援していくことが十分可能とな

るのです。そして、その推進役としては、高齢化社会

の課題先進国ともいえる日本企業にいるシニアの皆さ

んに大いに期待ができるということを再度強調したい

と思います。

図表５　グローバル展開の４分類 図表６　グローバルマネジメント監査の流れ

市場

日本 海外

国内完結型 輸出型

輸入型 海外完結型
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1

2
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・中間計画の策定

・単年度監査計画の策定

・事前調査

・本調査

・監査報告書作成

・事例の取りまとめと展開
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